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Synopsis:  It is necessary to reduce the emission of greenhouse gas because global warming resulting 

from carbon dioxide in the atmosphere leads to serious social loss through global climatic shifts. Efforts 

for storing CO2 deep in the ground and obtaining energy from sustainable method other than fossil 

resource are proceeding, but there are some problems associated with storage and transfer of CO2 and 

conversion of sustainable energy to stable energy carrier, for example, hydrogen and its compounds. In 

the present report, the technologies of solving the problems are introduced.       
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１． 緒  言 

国連で採択された持続可能な開発目標（SDGs：

Sustainable Development Goals）は 17 のグロー

バル目標を掲げており，その一つに気候変動の抑制

がある 1)．気候変動に及ぼす影響の中で近年注目さ

れているのは温暖化ガス(GHG: Green House Gas)

である CO2 の大気中濃度である．現状，地下にあ

る化石資源である石炭や石油，天然ガスを利用する

際に大量の CO2 を大気へ排出しているため，大気

中 CO2 濃度が上昇を続けており，地球の温暖化を

含む気候変動に大きな影響を与えている．したがっ

て，今後 CO2 の大気への排出量を大幅に低減する

ことが求められている． 

化石資源は化学製品の原料である一方，エネルギ

ー源でもあり，人類が生産活動する際に CO2 の発

生は避けられない．そこで，発生した CO2 の排出

量を低減する方法がいくつか考案されている．例え

ば，排ガスから CO2 を分離して深い地層に貯留す

る，何らかのエネルギーを用いて CO2 を改質して

有効利用する，などである．さらに，CO2の発生量

を大幅に抑制するためには，化石資源に依存しない

再生可能エネルギーの活用が不可欠である．再生可

能エネルギーは従来からある水力発電の他に，太陽

光発電，風力発電，によって供給することが可能で

ある． 

しかし，日本地理的な制約があり，現状で実現可

能性が高い再生可能エネルギーの整備だけでは，国

内のエネルギー需要を確実に満足させることがで

きるかどうかについては，不確実な要素がある．ま

た，欧州は中心に議論されている炭素税の影響が増

大する可能性もある．したがって，カーボンフリー

時代に対応した将来技術を構築する必要がある．本

稿では，現在準備が進められている将来技術の内容

を紹介する． 

 

２．二酸化炭素分離・貯留・輸送 

産業界で CO2 との発生を抑制することは当然だ

が，ゼロにすることは困難であるため，発生した

CO2 を貯留あるいは利用する CCSU(Carbon 

Capture Storage and Utilization)が必要となる．

また，排出ガスは CO2 以外に複数のガス種を含ん
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でいるため，CO2を分離する操作も必要である．ま

ず，CO2分離技術については，物理的作用を利用す

る物理吸収，物理吸着，膜分離があり，その他に化

学的作用を利用する化学吸収，固体吸収がある．

CO2含有ガスが高圧で供給されていれば，物理的作

用を利用する物理吸収や物理吸着が有利である．さ

らに膜分離では透過膜を利用するだけでありエネ

ルギーおよびコストを低減することができる．CO2

含有ガスが低圧で供給される場合は化学的作用を

利用する化学吸収が有利である．化学吸収では，

CO2を液体のアミン化合物に吸収させた後，加熱し

て液体を蒸発させて CO2 を放出させて再生する．

蒸発に必要なエネルギーを低減することが低コス

ト化に要求されている．それを実現することが期待

されているのがアミンを含む固体吸収材 2)を用い

る方法である．固体吸収材は比熱が小さい多孔質体

の表面にアミンを塗布して使用するため，少ないエ

ネルギーで再生することができる．日本で開発中の

技術は移動層タイプであり，吸収ゾーンで CO2 を

吸収した固体吸収材を回収ゾーンに移動させて

CO2を放出させるため装置の小型化，および，保守

の容易化が可能である．2022 年にパイロット設備

での試験を開始し，2024 年には大規模製造技術を

確立して，2030 年に 3000t/day 規模で CCS に適

用する計画である．さらに，工場等の排ガスではな

く 大 気 中 CO2 を 回 収 す る DAC(Direct Air 

Capture)を狙った技術開発も進められている． 

日本では，北海道苫小牧市における 2016 年から

2019 年の実証実験で累計 30 万トンの CO2 が海底

の遮蔽層を有する貯留層に圧入された 3)．製油所か

ら供給される排ガスをパイプラインで輸送し，上述

した CO2分離・回収技術で得た CO2を最大 23MPa

まで昇圧し，陸上から海底に向けて圧入井を介して

導入した．その後，CO2漏洩を監視するモニタリン

グが継続的に行われているが，深度 5 弱程度の地震

発生時にも異常は検知されていない 4)． 

また，海外でも海底あるいは地底への CO2 の貯

留が推進されている．原油生産では油井に CO2 を

圧入する原油増進回収技術 (EOR: Enhanced Oil 

Recovery)を適用することで原油回収効率の向上が

可能であるという事情もあり，産油国では積極的に

CO2 貯留が行われてきた．一方，2010 年以降に計

画された CCS のプロジェクトの中には収益の不確

実性や貯留地の確保の難しさのために原油価格の

変動が原因で中止・中断されたものもある．このよ

うな状況の中でも比較的順調に進められている大

型プロジェクトに Longship がある．Longship は

ノルウェーが CO2 を北海沖の海底下 2600m の貯

留層に圧入する政府プロジェクトであり，将来の国

外からの CO2 受入れも含めて収益性を確保する予

定で 2024年に操業を開始すべく準備が進められて

いる 5)． 

CO2 の分離は発生地域の近傍で実施するのは当

然であるが，CO2の貯留地域あるいは利用地域が離

れている場合は輸送する手段を検討する必要があ

る． 

CCSU で貯留される CO2 は必ずしも近場で発生す

るとは限らず，貯留設備までの長距離を輸送する必

要が生じる．前述のノルウェーの Longship プロジ

ェクトでは，遠方で発生する CO2 は液体状態で船

舶輸送することが想定されており，そのための技術

開発も進められている 6)． 

同様に，日本でも液体 CO2 を船舶輸送する技術

開発が推進されている．日本 CCS 調査を始めとす

る産官のグループが 2021 年 6 月に NEDO の公募

事業「CCUS 研究開発・実証関連事業／苫小牧に

おける CCUS 大規模実証試験／CO2 輸送に関す

る実証試験」に採択された 7)．この実証実験では，

液化 CO2 を実際に船舶で輸送するとともに事業性

が検討される予定である． 

 

３．水素製造 

太陽光や風力などの再生可能エネルギーは，発電

量の時間変動が急激で，かつ，大きいという性質を

もっている．そのため，エネルギーキャリアとして

水を電気分解して得た水素を貯蔵・運搬して必要な

時に燃料電池や火力発電により電力を供給するこ

とが望まれている．水素製造を目的としないプロセ

スで副次的に水素が生成する鉄鋼業のコークス炉

や化学プラントでは，安価に水素を得ることができ

る．例えば，岩谷産業は電解ソーダで副生する高純

度の水素から液体水素を製造しており，北九州エコ

タウンでは日本製鉄の製鉄所から副生する水素が

利用されている 8)．ただし，生成量は本来の目的生

産物の量に左右されてしまうため，大量の水素を安

定的に供給しようとすると水素製造自体を目的と
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するプラントが必要になる． 

安価な水素製造プロセスには，炭化水素や CO ガ

スを水蒸気と反応させる水蒸気改質があるが，反応

生成物として最終的に地球温暖化ガスである CO2

が発生するため，実際に利用する場合は CCSU な

どと組み合わせる必要があり，トータルコストが高

くなる恐れがある． 

 

CH4 + H2O = 4H2 + CO                  (1) 

CO + H2O = H2 + CO2                   (2) 

 

上記の問題を回避できる方法には，水の電気分解

があり，アルカリ水電解と固体高分子の 2 つの方式

に大別される．前者は，水酸化カリウムや水酸化ナ

トリウムの強アルカリ溶液を電気分解する方式で

あり，水素生産能力が 1000 Nm3/h 超と高めること

ができる．後者は電流密度を高くできるため小型化

が可能であるが，水素生産能力が 50Nm3/h との小

規模であり，材料費が高くコストの点が現時点での

課題である．旭化成は NEDO の「再エネ利用水素

システムの事業モデル構築と大規模実証に係る技

術開発」事業で世界最大規模(2019 年当時)の電解

電力 10MW，水素生産量 2000 Nm3/h の能力を有

するアルカリ水電解装置を製作し，福島水素エネル

ギー研究フィールド(FH2R)で水素の製造を開始し

ている 9)． 

最近，ドイツではノルトライン・ウェストファーレ

ン州オーバーハウゼン市に電解電力が 30MW クラ

スの電解槽を設置する計画が国家水素戦略の一環

として政府の補助金を受けることが決定され，

2023 年に稼働開始すると報道されている 10)． 

 

４．液化水素 

製造時の水素は気体の状態であるが，気体水素は

単位体積当たりのエネルギー密度が低いため，エネ

ルギーキャリアとして利用する場合には圧縮水素

ガス(CHG: Compressed Hydrogen Gas)か液化水

素(Liquefied Hydrogen)の形態で貯蔵や輸送する

ことが求められる．水素の沸点は-252.7℃であり，

液化には絶対温度 20.4K の超低温状態が必要であ

るため，トヨタが販売しているミライのような燃料

電池車では 70MPaの高圧タンクが利用されている．

しかし，大量の水素を貯蔵あるいは輸送する際の設

備や効率を高めるためには，気体水素の体積を

1/800 にできる液化水素の方が有利である． 

水素供給コストは 2030年時点で 30円/Nm3の目

標が設定されていることを考慮すると，現状の液化

コスト 33 円/Nm3 を 10 円/Nm3 程度まで大幅に低

減させる必要がある．従来の液化水素の製造方法は

気体圧縮を用いており，液化効率の実績は 20～

30%である 11,12)．一方，圧縮機を使わず磁性体のエ

ントロピー変化による吸熱を利用する磁気冷凍は

液化効率を 50%以上に高められる可能性があり，

産官学による共同開発が進められている． 

一方，液化水素を船舶で長距離輸送する技術の開

発も進められている．オーストラリアのビクトリア

州で豊富に産出される褐炭をガス化し水蒸気との

反応によって生成した水素を液化し日本へ輸送す

るプロジェクトが進められている．水素生成時に発

生する CO2はオーストラリア国内での CCSU を利

用して大気へ放散させない．川崎重工で製造される

液化水素運搬船（船名：すいそふろんてぃあ）には

公開中の水素の蒸発を考慮した設計圧力の真空断

熱タンク(1250m3✕2 基)が搭載され，ガス放散なし

の航海が 3 週間可能である．蒸発（ボイルオフ）し

たガスを推進エンジンの燃料にする液体天然ガス

用の LNG 運搬船とは異なり，ディーゼル発電機に

基づく電気推進方式である 13)．    

千田らは，遠隔地から輸送された液化水素は船舶

と港湾基地間を移送するローディングアームを開

発している 14)．係留中の船は位置が一定ではなく，

アームはスイベルジョイントが使われるために断

熱状態を維持できない箇所が生じ，アーム表面温度

が空気中の酸素の融点(-218℃)以下になる恐れが

ある．その場合，いったん生成した固体酸素が通水

素後の温度上昇で液化して燃焼する可能性がある

ため，あえて酸素の沸点(-183℃)以上になるような

構造を採用している．この他にも各種の安全対策が

施されている． 

上述のように移送された液化水素はタンクに収

容される．大江らは，従来の液化水素タンクは宇宙

ロケット用途が多く，国内では約 500m3，海外でも

3000m3程度と規模が小さかったのに対し，水素発

電用途では大容量のタンクが想定されるため，

LNG タンクの断熱性能を 10 倍に高めた 10000m3

規模の平底円筒タンクを開発している 15)． 
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５．有機ハライド 

前節で述べた液化水素は有効なエネルギーキャ

リアであるが，極低温での液化設備と液化を維持し

た状態で輸送する手段が必要であることから，取り

扱いが容易な媒体を利用することが検討されてお

り，その媒体の候補の一つに有機ハライドがある．

水素とトルエン(TOL: Toluene)との反応によって

生成するメチルシクロヘキサン (MCH: Methyl-

cyclohexane) は常温常圧で液体状態が維持され，

危険物区分はガソリンと同じであり，既設の設備や

輸送手段を用いてハンドリングが可能である．輸送

されたメチルシクロヘキサンは触媒を用いて高効

率に脱水素されて高純度の水素とトルエンになり，

トルエンは再利用される 16)．千代田加工建設は

2013 年に子安オフィス・リサーチパークで実証試

験に成功したと報告している 17)．また，同社は 2015

年に NEDO の水素社会構築技術開発事業の助成を

受けて，ブルネイから液体のメチルシクロヘキサン

を常温・常圧で輸送し，川崎市で脱水素処理により

得た水素ガスを発電設備に供給する水素サプライ

チェーンの実証試験で目標を達成したと報告して

いる 18)． 

なお，メチルシクロヘキサンとそれを脱水素してで

きるトルエンの漏洩による健康被害の懸念が存在

する．吉田らは，これらの有機化合物が輸送タンク

ローリーからタンクへ移送時に大気に排出される

量と周辺住民に及ぼす影響を評価した結果，健康リ

スクは十分に小さいと報告している 19)． 

 

６．メタネーション 

液化水素よりも取り扱いが容易な水素キャリア

―の候補にはメタンがあり，再生可能エネルギーで

得た水素を CO2 と反応させメタンを合成するメタ

ネーションが注目を集めている． 

 

CO2 + 4H2 → CH4 + 2H2O        (3) 

 

メタネーションで製造したメタンは既存の都市

ガスのインフラやユーティリティを活用すること

ができ，導入のハードルが低くできるという利点が

ある．生成したメタンをガス火力発電で使用し，そ

の排ガスから分離した CO2 をメタネーションに使

用すれば，CO2は循環利用され外部に排出されない

カーボンリサイクルが成立する 20)． 

 このメタネーション技術はNEDOのCO2有効利

用技術開発事業として，国際石油開発帝石と日立造

船のグループが受託してプロセス運転マネージメ

ントやプロセス適用性・経済性評価が行われている

21)． 

 村田らは再生可能エネルギーを基にした水素と

産業界から排出される CO2 からメタネーション技

術で製造したメタンを船舶燃料として利用した場

合の試算を行い，他のゼロエミッション燃料と同等

の効果をもたらすと報告している 22)． 

海外では，すでにメタネーションが商業利用され

ている例もある 20)．ドイツの自動車メーカーであ

る Audi は 2013 年から合成したメタンを圧縮天然

ガス(CNG: Compressed Natural Gas)で走る自動

車向けに供給している．フランスの GRTgaz 社は

2018 年から 25Nm3/h の設備でメタン製造を開始

している． 

東京ガスは 2021 年 7 月に，再生可能エネルギー電

力を使った水電気分解で得た水素を各種排ガスか

ら分離した CO2 と反応させてメタンを生成させる

実証実験を開始すると発表している 23)． 

西村らはメタネーション技術と水素製造に必要

な再生可能エネルギーを風力発電とを組み合わせ

たアイデアを提起している 24)．風況的に有利なア

ルゼンチンのパタゴニア地方で大規模風力発電を

行い，その電力で得た水素と日本からタンカー輸送

で持ち込む液化 CO2 とでメタネーションさせると

いうもので，その試算によれば日本の輸入 LNG 量

の 2.2 倍の量を液化メタンとして供給可能である

としている．風車やタンカーへの投資額が回収でき

るかどうかは仮定の置き方によって大きく変化す

るため，実現可能性については明らかではないが，

海外からの再生可能エネルギー供給方法の一つの

手段と考えることができる． 

 

７．合成液体燃料 

合成液体燃料は，CO2など炭素含有物と水素から

作られる燃焼用途の液体炭化水素または液体アル

コール（メタノールを転換したガソリン等を含む）

であり，再生可能エネルギーで得た水素を使う場合

は特に e-fuel と呼ばれる場合もある 25)．気体燃料



第 55 巻(2022)                         カーボンフリーのためのエネルギー供給 

 

- 83 - 

であるメタンよりも単に体積当たりのエネルギー

密度が高く，既存のインフラをほぼそのまま活用で

きるという利点を有する．従来の製造方法は反応式

(4)を利用するフィッシャー・トロプシュ (FT: 

Fischer-Tropsch)法が一般的である．反応に必要な

CO を CO2と水素の逆シフト反応（式(5))で生成さ

せる方法があるが，効率やコストの点で課題があっ

た． 

 

nCO + (2n+1)H2 = CnH2n+2 + nH2O              (4) 

CO2 + H2 = CO + H2O                          (5) 

 

最近では小藤ら 26)が CO2を直接還元する電解セ

ルを開発しており，今後の大容量化や長寿命化によ

る実用化が期待されている． 

一方，反応式(6)で表されるように，CO を介さず

に CO2 から直接的に炭化水素を生成するの直接合

成(Direct FT)法，水電解と CO2電解を共に行い反

応式(7)を利用する今日電解法が提案されており，

研究の進展が期待される 25)． 

 

nCO2 + mH2 = CnH2(m-2n) + 2nH2O               (6) 

H2O + CO2 = H2 + CO + O2                     (7) 

 

８．アンモニア燃料 

前節では再生可能エネルギーで得た水素から化

学反応によって化合物を生成し燃料に変換する例

としてメタンを取り上げたが，アンモニアに変換

する技術も注目されている．アンモニアを燃料と

して利用する場合には，いくつかの課題がある．

その課題の一つに，発電用アンモニアを大量かつ

低エネルギーで生産できる効率的な製造方法の確

立がある．現状のアンモニア生産量は世界で年間

1.8 億トンであり，ハーバー・ボッシュ法によっ

て製造されている．この方法は概ね 500℃，30 

MPa という高温高圧下で水素と窒素を接触させ， 

N2＋3H2＝2NH3 の反応によってアンモニアを発

生させる．この水素は再生可能エネルギーで得た

電気で水を分解して得るのはメタン製造と同じで

あるが，アンモニア製造法であるハーバー・ボッ

シュ法で必要とされる高温高圧環境を得るための

エネルギーも別途必要になる．アンモニア生成反

応は発熱反応であり，熱力学的には低温ほど反応

は進むはずであるが，低温では反応速度が低いこ

とから高温状態をつくる必要があり，エネルギー

消費量が大きい．そのため，現在では低温で反応

速度を高める触媒に関する研究が各所で取り組ま

れている．触媒材料としては貴金属のルテニウム

が有望視されている 27)． 

最近では高性能な触媒として 50℃未満でアンモ

ニアを合成できる触媒として，ルテニウムのナノ粒

子と水素化フッ化カルシウム(CaFH)の複合材料が

提案されている 28)．さらに，ニッケル(Ni)と窒化ラ

ンタン(LaN)を組み合わせた触媒が示され，高価な

貴金属であるルテニウムを使わずにアンモニア合

成が可能になることが示された 29)． 

 

９．バイオマス燃料 

前述したDAC(Direct Air Capture)は工学的見地

から大気中 CO2 を回収する技術であるが，この回

収機能は従来から植物の光合成が担っている．例え

ば，国内で発生する未利用間伐材等のほとんどは既

にバイオマス発電の燃料として利用されており，

年々増加しているバイオマス発電量をまかなうた

めに，PKS(Palm Kernel Shell)と呼ばれるパーム

ヤシ種殻，木質ペレット，木質チップがバイオマス

燃料として輸入されている 30)．このうち，PKS は

約 8 割がインドネシアから，約 2 割がマレーシア

から，木質ペレットは約 6 割がベトナムから，約 3

割がカナダから，10%弱がマレーシアから輸入され

ている．木質チップは製紙原料としても使われてお

り，バイオマス燃料としての利用量が明らかではな

いため，ここでは言及しない．少なくとも PKS と

木質ペレットの年間輸入量は増加し続けており，輸

入量はいずれも 200 万トンを越えている． 

林業から出た間伐材などを利用する地消地産の

発電方式と認識されることが多いが，すでに国内で

算出されるバイオマス燃料では不足しており，燃料

自給率は今後低下していくと考えられる． 

資源エネルギー庁のホームページで紹介されて

いるバイオマスには，(1)林地残材や未利用間伐材，

製材屑，(2)牧場内の牛糞を発酵させて得たメタン

ガス，(3)下水汚泥と生ごみから発生するメタンと

残渣から得た固形燃料，(4)食品工場の生ごみと排

水汚泥由来のメタン，(5)木質ペレットとパームヤ

シ種殻（PKS: Palm Kernel Shell），(6)間伐材など，
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がある 31)． 

  なお，現時点でバイオマス燃料として最もよく

利用されてきたのは木材チップであるが，近年増加

しているのが木材ペレットとパームヤシ種殻であ

り，池らは，いずれも 2023 年には 30%近いシェア

になると推定している 32)． 

発酵により生成したメタンを利用する場合を除

いて，固体燃料であるバイオマスを使った発電では

無水ベースで燃料の 0.5～12 質量%（DB:Dry Basis）

程度の燃焼灰が発生するといわれている 33)． 

 ただし，バイオマスの種類によって配分は大きく

異なる．池らによれば，現時点で最もシェアの高い

木材チップの配分 1.3%に対し，パームヤシ種殻の

配分は 3.5%と 2 倍以上あるため，バイオマス燃焼

灰に占めるパームヤシ種殻の燃焼灰の比率は 63%

に到達する 32)．したがって，将来発生する燃焼灰の

特性を把握して，有効な利用・処理方法を今から検

討しておく必要がある． 

 本章の冒頭で述べたように，本来のバイオマス発

電はエネルギーの地産地消を念頭においたもので

あった．しかし，パームヤシ種殻は産出地のアジア

から輸送されるために，もはや地産地消エネルギー

や循環社会の枠組みから外れたものであり，輸送時

の CO2 発生量なども考慮して総合的判断を加えて

利利用していく必要があると考えられる． 

 ここまで述べたバイオマスは陸生植物を基にし

たものであるが，水中において太陽光エネルギーを

使って大気中の CO2 を吸収して油脂を生成する藻

類を活用する動きも活発化している．油脂を高効率

で生成し，かつ，増殖速度の速い藻類の中でもボツ

リオコッカスは炭化水素の含有率が高いことが知

られている．IHI は 2015 年に品種改良に取り組み，

NEDO の委託事業「戦略的次世代バイオマスエネ

ルギー利用技術開発事業」で屋外大規模培養に成功

し 34)，2020 年にはバイオジェット燃料の国際規格

「ASTM D7566 Annex7」を取得した 35)．また，

従来の課題だった油脂抽出に必要なエネルギーの

低減や抽出残渣の有効活用法についても検討され

ている 36,37)．また，炭水化物の形でエネルギーを蓄

えるユーグレナ(和名：ミドリムシ)は古くから研究

開発が進められていたが，実用化には至っていなか

ったが，2005 年に大量培養が可能となり，バイオ

燃料の原材料としての研究開発が進められ 38)，

2016 年には品種改良によって従来よりも多くの油

脂を含有させることに成功している 39)．さらに，

2021 年にバイオジェット燃料の国際規格 ASTM 

D7566 Annex6 規格に適合した 40)． 

 

１０．結  言 

本稿では，脱炭素化社会向けて研究開発や実証実

験が進められているプロジェクト等を紹介・説明し

た．その中には，CO2 分離・貯留・輸送技術，水素

製造，エネルギーキャリアに関わる液化水素，有機

ハライド，メタネーション，合成液体燃料，アンモ

ニア燃料，さらには植物を利用したバイオマス燃料，

が含まれるが，現時点でどの技術がカーボンフリー

の主流の技術になるかは判断できない．しかし，

2050 年の実質的な二酸化炭素排出量ゼロの社会を

実現するためには，どの技術であっても対応できる

準備をしておかなければならない． 
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